
１　対象地区の現状
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※①耕地面積：多面的機能支払制度対象農地面積より算出
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③地区内における６５才以上の農業者の耕作面積の合計

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

①地区内の耕地面積

（備考）

※②アンケート調査回答率：

市町村名

松江市

対象地区名

6,675

5,734②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

作成年月日 直近の更新年月日
（地区内集落名）

大野地区（津の森、大野山中、殿山、上根尾、中の手、土居、西の村、中川、東村） 令和3年3月25日 令和　年　月　日



２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

・地域ぐるみで農用地、水路、農道等の地域資源の保全管理を行い、中心経営体の負担の軽減を図る。
・当面は、集落内の農業者で対応するが、引き受けが難しくなった場合には、農地中間管理機構の活用等により、地域外から中心経
営体を受け入れることで対応する。また、地域外の中心経営体が全ての農地を対応できないことから、集落営農法人を設立して対応
する。

　現在、集落内の農家は高齢化が進み、後継者不足が深刻な課題となっている。また、定年後も専業で農業をやっている者もある
が、各々の農地を耕作するのが精一杯であり、他の農地まで耕作する労力が無いため、耕作放棄地の発生が懸念されている。

・多面的機能支払制度を活用し、地域の有する多面的機能の維持・発揮を図るための共同活動を行う。
・0.1ha～0.2ha程度の圃場を0.3ha～1.0ha程度の大区画にするための圃場整備事業を行う。
・水稲などの土地利用型作物のほか、補完作物として収益性の高い高収益作物の生産に取り組む。


